
私は、この度貴協会の趣旨に賛同し、定款その他諸規程並びに別掲の「本会会員の個人情報の取扱いに

ついて」を承認のうえ、入会金・会費等に関する規則第2条第2項の特例入会金　金 円也並びに

同規則第４条の会費金 円也を添えて入会の申込をします。

令和 年 月 日

□ □

( ) 第 号 ( ) 第 号

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

〒 〒

〒 〒

①個　人⇔　法　人（代表者同一） 変更後の登記事項証明書等
②個　人⇔　死亡による事業承継 旧会員との関係を示す戸籍謄本
③他県知事免許　⇒知事免許、知事免許⇔大臣免許 新免許の内示通知の写し
④合併・分割（吸収・新設） 合併・分割後の登記事項証明書又は契約書等

年 月 日 ㊞

年 月 日 ㊞

キリトリセン

特例入会金及び会費領収証 年 月 日

殿

金 円也 （消費税は、不課税です）

内訳 特例入会金 円

会　 費 円 （ 年 月 ～ 年 月 ）

上記金額を領収しました。 公益社団法人 全国宅地建物取引業保証協会
本部長 ㊞

公益社団法人

特例入会申込書 番 号

商号又は名称

前 会 員 名 簿 新 入 会 申 込

全国宅地建物取引業保証協会　会長　殿 受 付 年　　　月　　　日

地 方 本 部 名 本部

事 務 所 区 分 主たる事務所 従たる事務所 代表者・氏名

免 許 年 月 日

免 許 証 番 号 大阪府知事

令和 令和

から

商号又は名称
フリガナ フリガナ

年 月 日
年 月 日

免許有効期間
まで

から
まで

年 月 日
年 月 日

代 表 者 氏 名
フリガナ フリガナ

生 年 月 日 (和暦） (和暦）

主たる事務所

所 在 地
Tel Fax FaxTel

従たる事務所

名 称 等

免許換え従前

地方本部証明

上記の会員は、当所属本部会員であったことを証明する。

従たる事務所

所 在 地
Tel TelFax

本部　（本部長名）

（注）　免許換え　（知事→他県知事免許）　をする場合、従前の地方本部長の承認を得て移動するものとする。

備 考

（ 添 付 書 類 ）

Fax

　（注）地方本部長印は、移動先の都道府県において承認を得るものとする。

本部　（本部長名）

地方本部承認
上記の者につき審査の結果適正と認めたので申請いたします。



私は、このたび下記の理由により、廃業・退会・事務所廃止したので届出いたします。
なお、免許権者への標記届出は 年 月 日 に届出済みです。

1. … □ 死亡 □ 組織替 □ 業の廃止 □ □ 行政処分

2. … ☑ 他府県への免許換えによる退会 □ 営業保証金供託 □ その他

3. … □ □

年 月 日

〒

〒

（ ） 第 号

　　  

年 月 日

〒

〒

主たる事務所所在地

本部受付印 支部受付印

<個人情報の取扱いについて>

　本会は、退会手続きに関して取得した個人情報については、本会の退会手続きを遂行する上で使用する以外に利

用することはありません。また法令に定める場合など正当な理由のない限り、個人情報の第三者への提供はいたし

ません。

事 務 所 廃 止 従たる事務所名称等

※従たる事務所廃止

の場合のみ記入
所 在 地

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名 生 年 月 日

免 許 番 号 大阪府知事

　　年　　月　　日

(上記と異なる場合) 氏 名

電話番号

免 許 有 効 期 間 から まで　　年　　月　　日

連　　絡　　先 住 所

氏 名

電話番号

令和

届　　出　　人 住 所

事務所廃止 経営上の都合 その他

廃 業

退 会

宅 建 協 会

廃業・退会・事務所廃止届
一般社団法人 大阪府宅地建物取引業協会　会長殿

期間満了

記
（事由） 下記該当事項に✔印を付し、届出事項を証する書面の写しを添付して下さい。



大阪府宅地建物取引業協会　　　　　　支部　　支部長殿

私は、このたび下記の理由により、廃業・退会・事務所廃止したので届出いたします。
なお、免許権者への標記届出は 年 月 日 に届出済みです。

1. … □ 死亡 □ 組織替 □ 業の廃止 □ □ 行政処分

2. … ☑ 他府県への免許換えによる退会 □ 営業保証金供託 □ その他

3. … □ □

年 月 日

〒

〒

（ ） 第 号

　　  

年 月 日

〒

〒

支 部

廃業・退会・事務所廃止届
支部

記
（事由） 下記該当事項に✔印を付し、届出事項を証する書面の写しを添付して下さい。

廃 業 期間満了

届　　出　　人
住所

退 会

事務所廃止 経営上の都合 その他

令和

氏 名

連　　絡　　先 住 所

電話番号

主たる事務所所在地

事 務 所 廃 止 従たる事務所名称等

<個人情報の取扱いについて>

　本会は、退会手続きに関して取得した個人情報については、本会の退会手続きを遂行する上で使用する以外に利

用することはありません。また法令に定める場合など正当な理由のない限り、個人情報の第三者への提供はいたし

ません。

　　年　　月　　日　　年　　月　　日

支部受付印

代 表 者 氏 名 生 年 月 日

※従たる事務所廃止

の場合のみ記入
所 在 地

商 号 又 は 名 称

免 許 有 効 期 間 から まで

(上記と異なる場合) 氏 名

電話番号

免 許 番 号 大阪府知事



本会会員の個人情報の取扱いについて　

公益社団法人　全国宅地建物取引業保証協会

１．個人情報の保有

本会は、入会申込書、宅地建物取引業者名簿、登記事項証明書等によりご提供いただ

いた個人情報及び本会の業務上で取得した個人情報を保有します。

２．個人情報の利用目的
本会は取得した個人情報の取扱いについて、下記目的の範囲内で利用いたします。 

用するため

(1) 会員登録情報……宅地建物取引業法・本会内規等に定めのある事務手続き（入退

会、会費徴収、分担金の供託・差押等）やその他の本会会務活動全般（事務連絡・

情報誌の送付等）について利用するため

(2) 苦情相談・苦情解決申出・認証申出に関する情報……本会が実施する相談業務・苦

情解決業務・弁済業務の申出における個人情報について、業務に必要な範囲内で利

(3) 手付金等保管・手付金保証業務に関する情報……同業務に必要な範囲内で利用する

ため

(4) 研修関係情報……本会が実施する各種研修の事務の管理に利用するため

(5) 求償関係者情報……本会に債務を負担する者の情報を債権回収に必要な範囲内で利

用するとともに関係機関・関係団体・ホームページ・各種会議資料及び本会発行の

機関誌の閲覧者に提供するため

３．個人情報に関するお問い合わせ、開示、訂正、利用停止等について

本会が保有する個人データの開示、訂正、追加、削除、利用停止、消去または提供の

停止をご希望の方は、必要となる手続について下記のお問い合わせ窓口までお申出く

ださい。

４．改定について

個人情報の取扱いについては、利用目的の変更や関連する法令等の改正に応じて、改

定することがあります。

(お問い合わせ窓口)

公益社団法人 全国宅地建物取引業保証協会　大阪本部
住所　大阪市中央区船越町2-2-1
℡　06-6943-0704

℡ 03－5821－8121

公益社団法人 全国宅地建物取引業保証協会 中央本部
住所 東京都千代田区岩本町2-6-3 全宅連会館2F


